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 〒652-0811 神戸市兵庫区新開地 1 丁目 3 番 24 号 

神戸電鉄株式会社 経営企画部 

 

バリアフリー整備等計画を変更し 
鉄道駅バリアフリー料金の収受を終了します 
～引き続き全駅においてバリアフリー施設の整備を着実に推進～ 

          

 神戸電鉄株式会社（本社：神戸市兵庫区、社長：井波 洋）では、すべてのお客様により安全・

安心で快適なサービスを提供していくため、「鉄道駅バリアフリー料金制度」を活用して、各種バ

リアフリー施設の整備を進めてまいりました。 

このたび、2025 年 1 月 18 日（土）をもちまして「鉄道駅バリアフリー料金」の収受を終了する

ため、2022 年 8 月 4 日に届出を行ったバリアフリー整備等計画を変更し、国土交通省近畿運輸局

へ届出を行いましたのでお知らせいたします。 

今後は 2025 年 1 月 19 日（日）に実施する運賃改定により、運賃収入を充当してバリアフリー

整備を進めてまいります。 

なお、今回の計画変更によってバリアフリー料金の収受は終了いたしますが、すでに公表してい

る 2031 年 3 月までのバリアフリー整備等計画を前倒しで推進するとともに、さらなる内容の充実

を目指します。 

 

記 

 

１．変更後の計画 

  別紙をご参照ください。 

 

２．主な変更点 

  ①バリアフリー料金徴収期間を、2031 年 3 月 31 日までから 2025 年 1 月 18 日までに変更し

ます。 

  ②様式 1-2 は 2023 年度までの実績を反映し、様式 1-3 を削除します。 

③上記②に伴い、総整備費を変更します。 

④上記②に伴い削除した様式 1-3 に代わって、徴収期間終了後、2025 年度以降の整備計画を

【参考】として記載します。 

※2030 年度までの当社バリアフリー設備投資計画の総額は、当初計画より 271 百万円（+13％）

となります。 

 

 



                                                                            

３．変更年月日   

  2024 年 12 月 25 日（水） 

 

４．その他 

  ・2025 年度以降のバリアフリー設備の整備に係る実績・進捗については引き続き当社ホーム

ページで公表します。 

  ・神戸高速線においては、2025 年 1 月 19 日（日）より鉄道駅バリアフリー料金の収受を開始

します。 

 

５．お問い合わせ先 

    神戸電鉄株式会社 鉄道事業本部 運輸部 

    電話：078-592-4451（平日 8 時 30 分～17 時 30 分） 

 

以 上 

 

 

 



※カッコ内は、運賃収入等を充当し整備する。

（様式1-1）

神戸電鉄株式会社

定期外（※２） 定期券

券種
普通券
（IC）

普通券
（磁気券）

鉄軌道事業者名

バリアフリー整備・徴収計画

整備方針

すべてのお客様により安全・安心で快適なサービスを提供していくため、バリアフリー施設の整備を着実に推進します。

（１）スロープ新設、内方線付き点状ブロック等の整備を進めます。

（２）エレベーターやエスカレーターの新設のほか、既存設備の更新を行います。

（３）全駅において案内ディスプレイや筆談対応インターホン等の整備を行います。

（１）のうち、内方線付き点状ブロックの整備を進めます。

（２）のうち、既存のエレベーターやエスカレーターの更新を行います。

（３）のうち、ご利用の多い駅を中心に案内ディスプレイや触知案内板の整備を行います。

上記を継続実施するとともに、

（１）のうち、スロープ新設、バリアフリートイレの整備等を進めます。

（２）のうち、エレベーターの新設を行います。

（３）のうち、案内ディスプレイの整備を全駅へ拡大し、筆談対応インターホンの整備を行います。

全期間

2021～2025年度

百万円

2026年度以降

（2030年度まで）

年間（2023.4.1～2025.1.18）

百万円

※普通券の設定額については、大人１乗車当たりの料金を記載すること。

※定期券の設定額については、全ての定期券料金から算出した１乗車当たりの平均額を記載し、備考欄に各期間別（１ヵ月・３ヵ月・６ヵ月など）の

料金を記載すること。

※回数券や企画乗車券などの券種から徴収する場合は、備考欄に該当する券種名を記載するとともに、定期外の年間徴収額に該当する券種からの

年間徴収額も含めて記載すること。

料金額

設定額（円）

年間徴収額

（百万円）

全駅（神戸高速線をのぞく）

※1：１か月380円、３か月1,080円(または1,090円)、６か月2,050円(または2,060円)

※２：回数乗車券、団体乗車券、貸切乗車券、一部の企画乗車券を含む

通学定期券

0

0

10 10

122

217

1.8

350

671

年間徴収額

徴収期間

総徴収額

備考

料金徴収

対象駅

通勤定期券

95

（※１）

（2021～2025年度の計画：　　 1,052百万円）※一部、運賃収入等を充当し整備する設備の費用を含む

総整備費
百万円　　　　※料金収入を充当し整備する設備の費用



（様式1-2）

0(1) 駅 0(1) 基 百万円(※1)

0(1) 駅 0(2) ヶ所 百万円(※1)

2 駅 5 番線 百万円

0(1) 駅 0(1) ヶ所 百万円

駅（※2） 百万円

2 駅 3 基 百万円

4 駅 5 基 百万円

駅 百万円

百万円

百万円

百万円

番線

駅

駅

※段差解消駅数のカッコ内は、運賃収入等を充当し整備する数を示す

バリアフリー整備・徴収計画（計画期間：2021.4～2026.3）

整備内容

（１）設置・改良費（附帯費用含む）

整備費

20

25

整備数設備名

内方線付点状ブロック

0

スロープ 173

その他 11(2)

※整備数：計画期間内に供用開始する設備の数

※整備費：計画期間内に整備する設備の費用（計画期間内に供用開始しない設備の費用も含む。）

維持管理費（附帯費用含む） 133

収受システム改修費 15

備考

※その他　駅務機器（券売機・改札機等）改修費、駅頭表示（運賃表）改修費

110 （※）

エレベーター

バリアフリートイレ

（２）更新費（附帯費用含む）

87

①　設備更新

設備名 整備数 整備費

備考

※1：設計費用を計上（エスカレーター1駅1基、スロープ1駅2ヶ所）

※2：その他　案内ディスプレイ（6駅）、触知案内板（5(2)駅）

※整備数のカッコ内は、運賃収入等を充当し整備する数を示す

78

備考

0

②　車両更新

整備費路線名

0

整備数

その他

エスカレーター

エスカレーター 30

　計画期間内の料金徴収によるホームドア設置番線数・段差解消駅数

段差解消駅数

一経路確保駅

二経路以上確保駅

ホームドア設置番線数 0

0(1)

0

計画期間内の整備費（（１）～（３）の合計） 671 百万円

（３）維持管理費・収受システム改修費・その他費用（駅務機器改修費・駅頭表示改修費など）

その他費用
（駅務機器改修費・駅頭表示改修費など）



1 駅 1 基 百万円

1 駅 1 基 百万円

3 駅 6 ヶ所 百万円

1 駅 3 番線 百万円

4 駅（※2） 4 ヶ所（※2） 百万円

47 駅（※3） 百万円

6 駅 9 基 百万円

3 駅 3 基 百万円

百万円

百万円

百万円

番線

駅

駅

スロープ 622

エレベーター 113

2025年度以降のバリアフリー整備計画　【参考】

整備内容

（１）設置・改良費（附帯費用含む）

設備名 整備数 整備費

エスカレーター 100

※整備数には、バリアフリー整備・徴収計画（様式1-2）に計上している設備の数を含む

エレベーター 271

エスカレーター 60

バリアフリートイレ

その他 183

66

備考

※1：整備費はスロープ新設に含めて計上

※2：内、１駅1ヶ所の整備費はスロープ新設に含めて計上

※3：その他　案内ディスプレイ（40駅）、筆談対応インターホン（5駅）、触知案内板（2駅）

（２）更新費（附帯費用含む）

①　設備更新

設備名 整備数 整備費

備考

②　車両更新

路線名 整備数 整備費

（※）

（３）維持管理費・収受システム改修費・その他費用（駅務機器改修費・駅頭表示改修費など）

維持管理費（附帯費用含む） 207

段差解消駅数

一経路確保駅 4

二経路以上確保駅 0

段差隙間縮小に資する設備 （※1）

　計画期間内の料金徴収によるホームドア設置番線数・段差解消駅数

ホームドア設置番線数 0

備考

※本制度終了時に必要となる収受システム改修費及びその他費用については、運賃収入等を充

当するため本資料には計上していない。

※整備数：計画期間内に供用開始する設備の数

※整備費：計画期間内に整備する設備の費用（計画期間内に供用開始しない設備の費用も含む。）

計画期間内の整備費（（１）～（３）の合計） 1,634 百万円

収受システム改修費 0 （※）

その他費用
（駅務機器改修費・駅頭表示改修費など）

12


